
12　職員数の状況

　 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

② [     ]内は、条例定数の合計であり、定年前再任用短時間勤務職員を含み、休職者、派遣職員および会計年度任用職員等を
除きます。
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主 な 増 減 理 由
対前年
増減数

249人

増加理由：児童相談体制の強化、子ども子
育て支援関連、東京2025世界陸上・東京
2025デフリンピックの開催関連の増等
減少理由：業務執行体制の見直し等

3,367 人

170,937 人

13,393 人

増加理由：業務執行体制の強化等
減少理由：業務委託の拡大等

△ 6人

(参考：人口10万人当たり職員数　1,210.06人)
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職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員等を含み、定年前再任用短時間勤
務職員および会計年度任用職員を除きます。
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（注）①

[167,804人]

13,504 人 △ 111人

1,136人
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